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�愛媛県規則第７号
愛媛県青少年保護条例施行規則及び知事の所管する条例等に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関す

る規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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（愛媛県青少年保護条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県青少年保護条例施行規則（昭和４２年愛媛県規則第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（有害な図書類等として指定を受けたものとみなす書籍等の内

容）

第３条 条例第５条第４項第１号、第２号及び第５号の規則で定め

る写真又は絵は、次の各号のいずれかに該当するものを被写体と

した写真又はこれらを描写した絵（陰部を覆い、ぼかし、又は塗

り潰した ものを含む。）とする。

� 省略

� 性交又はこれに類する性行為で次のいずれかに該当するもの

ア 省略

イ 強制性交等その他の陵辱行為

ウ・エ 省略

２ 省略

第１１条 省略

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者等が説明すべき事

項）

第１２条 条例第１３条の１０第１項の規則で定める事項は、次に掲げる

ものとする。

� インターネットを不適切に利用することにより、青少年が違

法な行為を行うおそれがあること又は自身を傷つけ、若しくは

他人に危害を加えるおそれがあること。

� 保護者が青少年が安全に安心してインターネットを利用でき

る環境の整備等に関する法律（平成２０年法律第７９号）第１５条た

だし書に規定する申出又は同法第１６条ただし書に規定する申出

をするときは、条例第１３条の１０第２項に規定する書面を提出し

なければならないこと。

（書面等の保存）

第１３条 条例第１３条の１０第３項の規定による書面又はその写しの保

存は、役務提供契約が終了した日又は当該役務提供契約に係る青

少年が満１８歳に達する日のいずれか早い日までの間、行わなけれ

ばならない。

（公表）

第１４条 条例第１３条の１２第１項及び第２項の規定による公表は、次

に掲げる方法のうち適切な方法により行うものとする。

�～� 省略

２ 条例第１３条の１２第１項の規則で定める事項は、次に掲げるもの

とする。

�・� 省略

３ 条例第１３条の１２第２項の規則で定める事項は、次に掲げるもの

とする。

� 勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあつては、その名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

� 条例第１３条の１０第４項の規定による勧告の内容

� その他知事が必要と認める事項

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

様式第３号（第６条、様式第２号、様式第６号関係） 管理者就任

承諾書

（有害な図書類等として指定を受けたものとみなす書籍等の内

容）

第３条 条例第５条第４項第１号、第２号及び第５号の規則で定め

る写真又は絵は、次の各号のいずれかに該当するものを被写体と

した写真又はこれらを描写した絵（陰部を覆い、ぼかし、又は塗

りつぶしたものを含む。）とする。

� 省略

� 性交又はこれに類する性行為で次のいずれかに該当するもの

ア 省略

イ 強姦 その他の陵辱行為

ウ・エ 省略

２ 省略

第１１条 省略

（公表）

第１２条 条例第１３条の８ の規定による公表は、次

に掲げる方法のうち適切な方法により行うものとする。

�～� 省略

２ 条例第１３条の８ の規則で定める事項は、次に掲げるもの

とする。

�・� 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

様式第３号（第６条、様式第２号、様式第６号関係） 管理者就任

承諾書
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省略

次の自動販売機等について、愛媛県青少年保護条例（昭和

４２年愛媛県条例第２０号）第５条の４第１項に規定する管理者

として、同条例第５条の７、第１３条の１２、第１７条及び第１８条

の規定を了解の上、就任を承諾します。

省略

次の自動販売機等について、愛媛県青少年保護条例（昭和

４２年愛媛県条例第２０号）第５条の４第１項に規定する管理者

として、同条例第５条の７、第１３条の８、第１７条及び第１８条

の規定を了解の上、就任を承諾します。

省略 省略

省略

第１３条の１２ 知事は、第５条第９項、第５条の７第４項、第

７条第２項又は第１３条の５第３項の規定による命令をした

ときは、規則で定めるところにより、当該命令を受けた者

の氏名又は名称その他の規則で定める事項を公表すること

ができる。

２・３ 省略

省略

第１７条 知事は、この条例の実施のため必要があると認める

ときは、次に掲げる者に対し、必要な報告若しくは資料の

提出を求め、又はその職員にこれらの者の営業の場所若し

くは施設（自動販売機等の設置場所を含む。）若しくは第

７条第１項の規定に該当する広告物が掲出され若しくは表

示されている場所内に立ち入り、調査させ、若しくは関係

者に質問させることができる。

省略

�～� 省略

省略

� 第５条第５項、第５条の２第５項、第５条の７第１項

若しくは第２項、第６条、第９条の４、第１３条の３又は

第１３条の５第１項の規定に違反した者

省略

�の２・� 省略

省略

省略

第１３条の８ 知事は、第５条第９項、第５条の７第４項、第

７条第２項又は第１３条の５第３項の規定による命令をした

ときは、規則で定めるところにより、当該命令を受けた者

の氏名又は名称その他の規則で定める事項を公表すること

ができる。

省略

第１７条 知事は、この条例の実施のため必要があると認める

ときは、次に掲げる者に対し、必要な報告若しくは資料の

提出を求め、又はその職員にこれらの者の営業の場所若し

くは施設（自動販売機等の設置場所を含む。）若しくは第

７条第１項の規定に該当する広告物が掲出され若しくは表

示されている場所内に立ち入り、調査し 、若しくは関係

者に質問する ことができる。

省略

�～� 省略

省略

� 第５条第５項、第５条の２第５項、第５条の７第１項

若しくは第２項、第６条 、第１３条の３又は

第１３条の５第１項の規定に違反した者

省略

� 省略

省略

注 省略

様式第１１号（第１５条関係） 立入調査員の証

（表） 省略

省略

（裏）

注 省略

様式第１１号（第１３条関係） 立入調査員の証

（表） 省略

省略

（裏）

省

略

省略

第１７条 知事は、この条例の実施のため必要があると認

めるときは、次に掲げる者に対し、必要な報告若しく

は資料の提出を求め、又はその職員にこれらの者の営

業の場所若しくは施設（自動販売機等の設置場所を含

む。）若しくは第７条第１項の規定に該当する広告物

が掲出され若しくは表示されている場所内に立ち入

り、調査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きる。

省略

� ツーショットダイヤル等利用カード自動販売機業

者

� 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等

省略

３ 第１項の規定による立入調査又は質問は、必要最少

限度において行なうべきであつて、関係者の正常な業

省

略

省略

第１７条 知事は、この条例の実施のため必要があると認

めるときは、次に掲げる者に対し、必要な報告若しく

は資料の提出を求め、又はその職員にこれらの者の営

業の場所若しくは施設（自動販売機等の設置場所を含

む。）若しくは第７条第１項の規定に該当する広告物

が掲出され若しくは表示されている場所内に立ち入

り、調査し 、若しくは関係者に質問する ことがで

きる。

省略

� ツーショットダイヤル等利用カード自動販売機業

者

省略

３ 第１項の規定による立入調査又は質問は、必要最小

限度において行なうべきであつて、関係者の正常な業
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告 示
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�愛媛県告示第１９０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定に

より、次のとおり指定代理納付者を指定した。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地

ヤフー株式会社

東京都千代田区紀尾井町１番３号

２ 指定代理納付者に納付させる歳入

インターネットを利用して納付するふるさと愛媛応援寄附金に

係る寄附金歳入

３ 指定代理納付者に歳入を納付させる期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

（知事の所管する条例等に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則の一部改正）

第２条 知事の所管する条例等に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成１８年愛媛県規則

第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第１９１号
愛媛県青少年保護審議会規程（昭和４２年１２月愛媛県告示第１０５０号）の一部を次のように改正し、平成３１年４月１日から施行する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

務を妨げるようなことがあつてはならない。

省略

第１８条 省略

２～５ 省略

省略

�・� 省略

� 第１７条第１項の規定に違反して報告をせず、若し

くは資料を提出せず、若しくは同項の報告若しくは

資料の提出について虚偽の報告をし、若しくは虚偽

の資料を提出し、又は同項の規定による立入調査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対し

て虚偽の陳述をした者

７ 省略

務を妨げるようなことがあつてはならない。

省略

第１８条 （１項～５項省略）

省略

（１号・２号省略）

� 第１７条第１項の規定に違反して報告をせず、若し

くは資料を提出せず、若しくは同項の報告若しくは

資料の提出について虚偽の報告をし、若しくは虚偽

の資料を提出し、又は同項の規定による立入調査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対し

て虚偽の陳述をした者

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条、第４条関係） 別表第１（第３条、第４条関係）

１ 愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛

媛県条例第２０号）

第１３条の１０第３項

２ 省略 １ 省略

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

改 正 後 改 正 前

（任務）

第２条 審議会は、愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第

２０号。以下「条例」という。）第４条第２項の指定、同条第５項

（任務）

第２条 審議会は、愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第

２０号。以下「条例」という。）第４条第２項の指定、同条第５項
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�愛媛県告示第１９３号
朝倉村土地改良区は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第６７

条第１項第１号の規定により、平成３１年３月６日解散した。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、西予市伊延西地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第７項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

とおり土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・伊延西地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成３１年３月１８日から４月１５日まで

３ 縦覧場所

西予市役所本庁

�愛媛県告示第１９２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１９５号
車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重量の最高限度が車両の長さ及び軸距に

応じ最大２５トンである道路を次のように指定する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１９６号
車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの最高限度が４．１メートルである道路を次

のとおり指定し、併せて、同令第１０条第１項の規定に基づき、当該道路を通行する高さが３．８メートルを超え４．１メートル以下の車両の通行

方法を次のように定める。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定する道路

の指定の取消し、条例第５条第２項の指定、同条第９項の命令、

条例第５条の２第２項の指定、条例第５条の７第４項の命令、条

例第７条第２項の命令、条例第１３条の５第３項の命令、条例第１３

条の１０第４項の勧告、条例第１３条の１２第２項の公表その他条例の

実施に関し必要な事項について調査審議する。

の指定の取消し、条例第５条第２項の指定、同条第９項の命令、

条例第５条の２第２項の指定、条例第５条の７第４項の命令、条

例第７条第２項の命令、条例第１３条の５第３項の命令

その他条例の

実施に関し必要な事項について調査審議する。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

駅前タネダ薬局 四国中央市三島中央３丁目６－４ 種田 由美子 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３１年
２月７日

レデイ薬局 三島金子店 四国中央市三島金子二丁目９番５５号 株式会社レデイ薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成３１年
３月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 指定する期日

県 道 伊予松山港線
松山市南吉田町３８０番８地先から

同町１２番７地先まで
平成３１年５月１日

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１５６
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�愛媛県告示第１９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市朔日市新田土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届

出があった。

平成３１年３月１５日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

退 任

道路の種類 路 線 名 区 間 指定する期日

県 道 伊予松山港線
松山市南吉田町３８０番８地先から

同町１２番７地先まで
平成３１年５月１日

２ 通行方法

� トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線からはみ出さないよう走行

するとともに、道路に隣接する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識、樹木等の上空障害物に接触しない

よう十分に注意すること。

� 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法０．２３メートル以上かつ縦寸法０．１２メートル以上又は横

寸法０．１２メートル以上かつ縦寸法０．２３メートル以上の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を有する材料で「背高」と表示し

た標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げること。

� 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走

行すること。

�愛媛県告示第１９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２００号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１９第２項の規定により、指定障害児通所支援事業者から次のとおり指定障害児通所支

援事業を廃止する旨の届出があった。

平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 星 加 友 之 西条市朔日市３８番地１

監 事 � 橋 彦 雄 西条市神拝乙１０２番地２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山２９５５番４から

同町上山２９００番３まで
平成３１年３月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 川之江大豊線
四国中央市新宮町馬立５４１５番２から

同町馬立５４１５番３まで

旧 ６．１～２２．８ ０．０１３

新 ８．０～２３．１ ０．０１３

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１５７
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�愛媛県告示第２０１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第２０２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第２０３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第２０４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

廃止に係る指定障害児通所支援事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０１００９０４ 一般社団法人こころね 愛媛県松山市余戸中２
丁目１２－１７ 飛 田 美 樹 放課後等デイ

サービス チャイルド・らぽ 愛媛県松山市余戸東１
丁目１１－３７

平成３０年
１１月１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社ベストパートナー 有限会社ベストパートナー 愛媛県伊予市市場甲１３０番地１ 平成３１年１月３１日 福祉用具貸与

有限会社ベストパートナー 有限会社ベストパートナー 愛媛県伊予市市場甲１３０番地１ 平成３１年１月３１日 特定福祉用具販売

有限会社 コミュニティーハウス ヘルパーステーション のどか 愛媛県伊予郡松前町大字北黒田１７３番
地１ 平成３１年１月３１日 訪問介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社ベストパートナー 有限会社ベストパートナー 愛媛県伊予市市場甲１３０番地１ 平成３１年１月３１日 介護予防福祉用具
貸与

有限会社ベストパートナー 有限会社ベストパートナー 愛媛県伊予市市場甲１３０番地１ 平成３１年１月３１日 特定介護予防福祉
用具販売

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 （ 設 置 者 ）

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３４０００６０ 特定非営利活動法人パ
ステルくらぶ

愛媛県上浮穴郡�万高
原町�万３６９－１ 白 川 京 子 短期入所 指定障害福祉サービス

事業所パステルくらぶ
愛媛県上浮穴郡�万高
原町�万３６９－１

平成３０年
１０月１日

３８１３５１０２８０ 一般社団法人幸創會 愛媛県伊予郡松前町筒
井１３２２－１５ 瀬治山 達 也 就労移行支援 Ｌｏｉｓｔａａ 愛媛県伊予郡松前町筒

井１３２２－１５
平成３０年
１０月１日

３８１３５１０２８０ 一般社団法人幸創會 愛媛県伊予郡松前町筒
井１３２２－１５ 瀬治山 達 也 就労継続支援

Ａ型 Ｌｏｉｓｔａａ 愛媛県伊予郡松前町筒
井１３２２－１５

平成３０年
１０月１日

３８１１５００５６４ 株式会社フェローシス
テム

愛媛県松山市西一万町
１０番地２ 三 好 大 助 就労継続支援

Ｂ型
就労継続支援Ｂ型事業
所フェローＣｒｅａｔ
ｅ

愛媛県東温市見奈良１３
９９－２

平成３０年
１２月３日

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１５８
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平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第２０５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３５１０２３１ 一般社団法人クレス 愛媛県伊予郡松前町大
字筒井１３２２－１５ 米 良 幸 男 就労移行支援 ＣＬＥＳＳ障害者就労

支援施設
愛媛県伊予郡松前町大
字筒井１３２２－１５

平成３０年
９月３０日

３８１３５１０２３１ 一般社団法人クレス 愛媛県伊予郡松前町大
字筒井１３２２－１５ 米 良 幸 男 就労継続支援

Ａ型
ＣＬＥＳＳ障害者就労
支援施設

愛媛県伊予郡松前町大
字筒井１３２２－１５

平成３０年
９月３０日

３８１１５００４４０ 特定非営利活動法人
ゆうき

愛媛県東温市西岡２６４
－１ 岩 井 雄 樹 就労継続支援

Ｂ型
ゆうき就労継続支援施
設Ｂ型

愛媛県東温市見奈良１３
９９－２

平成３０年
９月３０日

３８１１０００１２８ 社会福祉法人 朝凪会 愛媛県伊予市尾崎字天
神下７５番地１ 村 上 � 就労移行支援 空と大地 愛媛県伊予市本郡５４番

地３
平成３１年
３月３１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第１７３２３号 平成２６年
６月５日 井上電工 井上 幸一 松山市来住町６４５－２１ 平成３１年

２月６日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１１９０８号 平成２７年
６月３日 ㈲藤川建設 藤川邦比古 松山市和気町２－９２０－

５
平成３１年
２月２１日 建築工事業 建設業の廃止

（特－２８）第６４９５号 平成２８年
１０月２７日 ㈱杉仲工務店 杉野みのる 松山市西長戸町９０４－４ 平成３１年

２月２８日

土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
内装仕上工事業
解体工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 粟井浅海線
松山市萩原乙８４番５から

同市萩原乙８４番４まで

旧 １２．２～２５．２ ０．０２３

新 ２８．６～３４．５ ０．０２３

〃 〃
松山市浅海本谷乙２２１番３から

同市浅海本谷乙２２１番４まで

旧 ７．４～７．４ ０．０２０

新 ７．４～８．４ ０．０２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線
松山市萩原乙８４番５から

同市萩原乙８４番４まで
平成３１年３月１５日

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１５９
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�愛媛県告示第２０９号
計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定により、伊予

郡砥部町、四国中央市、上浮穴郡�万高原町、伊予郡松前町、伊予
市、東温市、西条市及び越智郡上島町の特定計量器の定期検査を次

のように実施する。ただし、特定計量器検定検査規則（平成５年通

商産業省令第７０号）第３９条第１項各号に規定する特定計量器の検査

は、平成３１年４月１日から１２月２７日までの間において実施する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３１年３月１５日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

〃 〃
松山市浅海本谷乙２２１番３から

同市浅海本谷乙２２１番４まで
〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第２８号

平成３１年３月１日
東温市南野田字天神４４３番１

東温市南野田４７５番地

林 利 貴

林 佳 奈

〃 ７日午前１０時 から
午後３時 まで

松前町役場
（本庁）

〃１０日午前１０時 から
午後２時 まで

えひめ中央農協
中山集荷場

〃１１日午前１０時 から
正 午 まで

伊予市
双海地域事務所

〃１１日午後１時３０分から午後３時 まで
下灘コミュニティ
センター 伊 予 市

〃１２日午前１０時 から
午後３時 まで

伊予市生涯研修セ
ンターさざなみ館

〃１３日午前１０時 から
午後２時 まで

伊予市生涯研修セ
ンターさざなみ館

〃１４日午前１０時 から
午後２時 まで

東温市
川内公民館

〃１７日午前１０時 から
午後３時 まで

東温市役所
（本庁） 東 温 市

〃１８日午前１０時 から
午後２時 まで

東温市役所
（本庁）

９月２日午前１０時 から
午後３時 まで

西条市
丹原総合支所

〃 ３日午前１０時 から
午後３時 まで

西条市
三芳公民館

〃 ４日午前１０時 から
午後３時 まで

西条市
東予総合支所

〃 ５日午前１０時 から
午後２時 まで 西条市農協橘支所

〃 ６日午前１０時 から
午前１１時３０分まで ＪＡ周桑石根支所 西 条 市

〃 ６日午後１時３０分から午後３時 まで
西条市農協
飯岡支所

〃 ９日午前１０時３０分から午後３時 まで
西条市農協
大町支所

〃１０日午前１０時３０分から午後３時 まで
西条市農協
中央支所

〃１１日午前１０時 から
正 午 まで

西条市
小松総合支所

１０月１日午後０時２０分から午後０時５０分まで
上島町
魚島総合支所

〃 １日午後２時３０分から午後４時 まで
上島町 弓削総合
支所（町民プラザ）

上 島 町
〃 ２日午前９時 から

午前１０時３０分まで
上島町
生名総合支所

〃 ２日午後１時３０分から午後３時 まで
上島町
岩城総合支所

検 査 日 時 検 査 場 所 検 査
区 域

対象となる
特定計量器

平成３１年
５月７日

午前１０時 から
午前１１時３０分まで

砥部町役場
広田支所

非自動はかり
（計量法施行
令第５条第１
号又は第２号
に掲げるもの
及び同政令附
則別表第２に
掲げるものを
除く。）
分銅
定量おもり
定量増おもり

〃 ７日午後１時３０分から午後３時 まで 砥部町商工会館 砥 部 町

〃 ８日午前１０時 から
午後２時 まで 砥部町文化会館

〃 ９日午前１０時３０分から正 午 まで
四国中央市
新宮公民館

〃 ９日午後１時３０分から午後２時３０分まで
四国中央市
金田公民館

〃 ９日午後３時 から
午後４時３０分まで

四国中央市
上分公民館

〃１０日午前９時３０分から午後２時 まで
四国中央市川之江
文化センター

〃１３日午前１０時３０分から午後３時 まで
四国中央市
川之江体育館 四国中央市

〃１４日午前１０時３０分から午後３時 まで
四国中央市
土居文化会館

〃１５日午前１０時３０分から午後３時 まで
四国中央市
保健センター

〃１６日午前１０時３０分から正 午 まで
四国中央市
中之庄公民館

〃１６日午後１時３０分から午後３時 まで
四国中央市
寒川公民館

６月３日午前１０時３０分から午前１１時３０分まで
松山市農協
父二峰支所

〃 ３日午後１時 から
午後２時３０分まで

�万高原町公民館
下畑野川分館

〃 ４日午前１０時３０分から午前１１時３０分まで
�万高原町役場
柳谷支所

�万高原町
〃 ４日午後１時３０分から午後２時３０分まで

�万高原町役場
面河支所

〃 ５日午前１０時３０分から午前１１時３０分まで
�万高原町農村環
境改善センター

〃 ５日午後１時 から
午後３時 まで

�万高原町役場
（本庁）

〃 ６日午前１０時 から
午後２時 まで 松前町東公民館

松 前 町
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公 告

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成３０年１２月３日から平成３１年２月１７日までの間に実施した技能検定の合格者は、

次のとおりである。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

機械加工

特級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｂ １

機械加工（普通旋盤作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １２ Ｂ １ Ｃ １

Ｃ ２ Ｃ ３

工場板金（機械板金作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２

工場板金（数値制御タレットパンチプレス板金作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ １

機械検査（機械検査作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 １

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ９ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９
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Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３１ Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３３ Ａ甲 ３７ Ａ甲 ３８

Ａ甲 ３９ Ａ甲 ４０ Ａ甲 ４２ Ａ甲 ４３ Ａ甲 ４６ Ａ甲 ４７

Ａ甲 ４８ Ａ甲 ４９ Ａ甲 ５０ Ａ甲 ５１ Ａ甲 ５２ Ａ甲 ５３

Ａ甲 ５５ Ａ甲 ５８ Ａ甲 ５９ Ａ甲 ６１ Ａ甲 ６２ Ａ甲 ６４

Ａ甲 ６５ Ａ甲 ６６ Ａ甲 ６７ Ａ甲 ６８ Ａ甲 ６９ Ａ甲 ７０

Ａ甲 ７１ Ａ甲 ７２ Ａ甲 ７３ Ａ甲 ７５ Ａ甲 ７６

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

電気機器組立て（シーケンス制御作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ７

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １５

Ａ甲 １８ Ｃ ２

自動販売機調整（自動販売機調整作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５

空気圧装置組立て

特級

受 検 番 号

Ａ甲 １

空気圧装置組立て（空気圧装置組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ｃ １

２級
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６

Ａ甲 １７ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

油圧装置調整（油圧装置調整作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

農業機械整備（農業機械整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ｂ １ Ｂ ２

冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４

Ａ甲 １６ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｃ １

家具製作（家具手加工作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

プラスチック成形

特級

受 検 番 号

Ａ甲 ２
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プラスチック成形（射出成形作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ ２ Ｃ ３

強化プラスチック成形（ビニルエステル樹脂積層防食作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４

石材施工（石材加工作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

パン製造（パン製造作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

菓子製造（洋菓子製造作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

建築大工（大工工事作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 ５

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ５

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４

Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ １

かわらぶき（かわらぶき作業）

２級
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受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

配管（建築配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１ Ｂ ２ Ｃ ２

Ｃ ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ４ Ａ甲 ９ Ｃ ３ Ｃ ５

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ｃ １

配管（プラント配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ２

型枠施工（型枠工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 １１ Ａ甲 １３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

３級

受 検 番 号

Ａ甲 １

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１６５



鉄筋施工（鉄筋施工図作成作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

鉄筋施工（鉄筋組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ４

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９

Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２６ Ａ甲 ２７

Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９ Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３１

コンクリート圧送施工（コンクリート圧送工事作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １２

防水施工（塩化ビニル系シート防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３
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樹脂接着剤注入施工（樹脂接着剤注入工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８

Ａ甲 １１ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７

Ａ甲 １８

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３

ガラス施工（ガラス工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｃ １

機械・プラント製図（機械製図手書き作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ １

３級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ ２ Ｃ ３

機械・プラント製図（機械製図ＣＡＤ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ ２ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ５

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 １０ Ａ甲 １２ Ａ甲 １５ Ａ甲 １７ Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０

Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２４ Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｃ １

Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ７ Ｃ ８

３級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４

愛 媛 県 報平成３１年３月１５日 第３０６０号

１６７



�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

電子黒板機能付きプロジェクターの購入

� 購入物品名及び数量

電子黒板機能付きプロジェクター ２８０セット

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成３１年９月３０日（月）

� 納入場所

愛媛県立三島高等学校ほか１３校

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９～３１年度の製造の請負等に係る一般

競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成３１年４月２４日（水）午前９時か

ら同月２５日（木）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成３１年４月２５日（木）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

電気製図（配電盤・制御盤製図作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３

塗装（鋼橋塗装作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ８ Ｂ １ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ １０ Ｄ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３
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平成３１年４月２５日（木）午前１０時

愛媛県総務部入札室兼会議室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成３１年４月１８日（木）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、愛媛県議会の議

決を得たときに、本契約として成立するものとする。

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

	 その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Interactive Projector，２８０

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２５ April２０１９

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県県立学校学習系Wi―Fiシステム提供業務委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県県立学校学習系Wi―Fiシステム提供業務 一式

（提供期間におけるハードウェア、ソフトウェア及びサーバ

機能の稼働によりもたらされる機能の提供のほか、構築期間に

おける現地調査、設計、据付、設定等の作業、提供期間におけ

るシステムの運用管理、保守管理及び学校からの問い合わせ対

応の作業、提供期間満了後における撤去作業及びデータ消去作

業、並びにその他付帯作業についてのサービスの提供 一式）

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約締結の日から平成３７年８月３１日まで

（構築期間 契約締結の日から平成３２年２月２９日まで）

（提供期間 平成３２年３月１日から平成３７年８月３１日まで）

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

ア 入札金額は、�に要する総額を提供期間（６６月）において
均等に分割した１月当たりのサービス提供代金を記載するこ

と。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 公告期間中に行う仕様適合確認審査において結果が全て適と

認められることにより、提供期間の開始までに適正かつ確実に

サービス提供が開始できることを証明した者であること。

� 公告期間中に行う仕様適合確認審査において結果が全て適と

認められることにより、提供期間の全期間において適正かつ確

実なサービス提供ができることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課施設管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２９５１
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� 入札書の受領期限

平成３１年４月２２日（月）から４月２４日（水）午前９時５９分ま

での受付期間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所に持参
又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれらに準ず

るものに限る。以下同じ。）により提出すること。ただし、郵

送等による場合は、４月２３日（火）午後５時１５分までに必着の

こと。

� 入札説明書の交付方法

平成３１年３月１５日（金）から４月９日（火）までの執務時間

中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分ま

でをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３１年４月２４日（水）午前１０時

愛媛県庁第一別館１０階教育委員室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書を知事に提出し、２に掲げる資格を有することの確認を

受けること。仕様適合確認審査申請書は、持参して提出するこ

ととし、電送又は郵送等によるものは、受け付けない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受付期間

平成３１年３月１５日（金）から４月９日（火）までの執務時

間中

イ 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Survey，design，construction，function providing，operation，

maintenance and use support service of educational Wi―Fi

system for the prefectural school classrooms，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２４ April２０１９

（tenders submitted by mail：５：１５ p．m．，２３ April２０１９）

� For further information， please contact： Facilit ies

Administration Section，High School Education Division，

Guidance Department， Ehime Prefectural Board of

Educat ion， Ehime Prefectura l Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９５１
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成３１年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

基幹業務サーバシステムの借入れ

� 借入物品名及び数量

基幹業務サーバシステム一式（ハードウェア一式、ソフトウ

ェア一式、業務アプリケーション一式、搬入・据付け・配線・

調整等一式を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３２年１月１日から平成３６年１２月３１日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２９・３０・

３１年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品の修理に係る体制が整備されていることを証明した

者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限
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公安委員会規則

平成３１年４月２６日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３１年４月２６日（金）午後１時３０分

愛媛県警察本部２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 事前提出書類の受領期限

公告の日から平成３１年４月２３日（火）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Backbone

Server System，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２６，April，２０１９

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県公安委員会規則第２号
認知機能検査員講習の実施に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月１５日

愛媛県公安委員会委員長 渡 部 智磨子

認知機能検査員講習の実施に関する規則の一部を改正する規則

認知機能検査員講習の実施に関する規則（平成２１年愛媛県公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（認知機能検査員講習の項目等）

第３条 認知機能検査員講習の項目、内容及び時間は、次の表のと

おりとする。

（認知機能検査員講習の項目等）

第３条 認知機能検査員講習の項目、内容及び時間は、次の表のと

おりとする。

項目 内容 時間 項目 内容 時間

省略 省略

高齢運転者

対策の概要

１ 高齢運転者の交通事故情勢

２ 認知機能検査の内容

３ 認知機能検査の結果に基づく高齢

者講習

４ 認知症のおそれがある者に対する

臨時適性検査又は診断書提出命令の

実施

５ 運転免許証の自主返納及び運転経

歴証明書

６ 運転適性相談

省略

高齢運転者

対策の概要

１ 高齢者の交通事故の現状

２ 認知機能検査の導入

３ 認知機能検査の結果に基づく高齢

者講習・免許証の更新手続

４ 認知症のおそれがある者に対する

臨時適性検査 の

実施

５ 申請による免許取消し

６ 高齢運転者標識

省略

省略 省略
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公安委員会告示

�愛媛県公安委員会告示第２号
指定講習機関に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第１号）

第１４条第１項の規定により、次の指定講習機関から特定講習の廃止

の許可の申請があり、これを許可したので、同条第２項の規定に基

づき、次のとおり公示する。

平成３１年３月１５日

愛媛県公安委員会委員長 渡 部 智磨子

附 則

この規則は、平成３１年３月１５日から施行する。

指 定 講 習 機 関 の 名 称 、
所在地 及 び 代 表 者 の 氏 名

廃 止 す る

特定講習の種別
廃止年月日

今治自動車教習所
今治市東村南一丁目１番１号
渡邉 一志

取消処分者講習 平成３１年３月１５日

平成３１年３月１５日 発行
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